
コンサル資格審査書類チェックリスト 
 
番号 書    類    名 チェック欄 

1 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）[様式１]  

2 業態調書[様式２]  

3 登録証明書・登録通知書等の写し  

4 営業所一覧表（R4.12.1現在）[様式３]  

5 
登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（写し可）R4.11.1以降に発行されたもの 
代表者身元証明書（個人の場合）（写し可）R4.11.1以降に発行されたもの 

 

6 営業の沿革[様式４]  

7 測量等実績調書（R2・R3年度）[様式５]  

8 
技術者経歴書（健康保険被保険者証・資格証等の写しを添付）[様式６] 

※被保険者記号・番号黒塗り 
 

9 使用印鑑届[様式７]  

10 印鑑証明書（写し可）※R4.11.1以降に発行されたもの  

11 委任状（支店等に委任する場合）[様式８]  

12 

保険料納入証明書（写し可） 
<社会保険料等>直近月分の領収書の写し 
<労災保険料・雇用保険料>労働基準監督署発行のもの 
R4.11.1以降に発行されたもの 

 

13 
ＩＳＯ認証の登録証の写し（R4.12.1で取得済み） 
※登録証だけでは適用サービスが確認できない場合は、付属書の写し必要 

 

14 

納税証明書（写し可）(未納がない旨の証明書) 
本市に支店等がある場合は本社所在地及び本市の納税証明書 
（注１）電子納税証明書は不可 
（注２）R4.11.1以降に発行されたもの 
 
〇法人の場合に提出するもの 
 市税 法人市民税、固定資産税、軽自動車税、市県民税特別徴収分 

  県税 法人事業税、自動車税 
  国税 法人税、消費税及び地方消費税[様式その３の３] 
 
〇個人の場合に提出するもの 
  市税 市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税 
  県税 個人事業税、自動車税 
  国税 所得税、消費税及び地方消費税[様式その３の２] 

※市税（写し可） 

 

 

 

 

※県税（写し可） 

 

 

 

 

※国税（写し可） 

 

 

 

 

15 
日本下水道事業団法第26条第1項第4号の規定に基づく技術検定の合格証書の写し 
（R4.12.1時点で取得済み） 

 

16 
(一社)文教施設協会主催の耐震診断講習会の修了証書の写し 
（R4.12.1時点で取得済み） 

 

17 
(一社)文教施設協会主催の耐力度測定方法実務講習会の修了証書の写し 
（R4.12.1時点で取得済み） 

 

18 暴力団等誓約書及び役員等名簿  

19 

提出用フラットファイルの表紙と背表紙を作成しているか。 
Ａ４紙ファイル（縦置き・色指定なし）の表紙・背表紙に「令和５・６年度 入札
参加資格申請書」、「商号」、「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」を記入のうえ、番号順
に綴じること。※詳しくは別添提出用フラットファイルイメージを参照すること。 

 

 


